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　はじめに
この報告書は、木造住宅耐震診断士が、京都市木造住宅耐震診断事務マニュアルに基づき耐震診断を行った結果をまとめたものです。
　目視できる範囲で現場調査を行いましたので、内部構造など、目視できない部分については、一定の仮定の下で耐震診断を行っております。
この報告書の内容については、木造住宅耐震診断士が説明いたします。総合評価に注意事項が記されている場合や上部構造（建物）の総合評点が１．０未満である場合、総合評点が１．０以上でも部分的な経年劣化等が認められる場合には、総合所見や補強計画案※を参考に、耐震改修や建替え等の対策を行うことをお勧めします。
※　補強計画案はあくまでも参考です。耐震改修を行う場合は別途、実施設計が必要となります。
耐震改修工事を検討される場合

　「京安心すまいセンター（電話７４４－１６３１）」では、皆様が耐震改修計画作成、耐震改修工事を行おうとするときに相談できる実務者名簿の公表等、耐震化に関する支援を実施しています。是非御利用ください。
すまいの耐震無料相談会のご案内
　京都市では、耐震に関するお悩みを無料で建築の専門家（建築士等）に相談できる相談会を実施しています。診断結果や補強計画案について、調査を実施した診断士以外の専門家の意見を聞きたい場合にも利用できます。開催日時等の詳細は「京安心すまいセンター（電話７４４－１６３１）」までお問い合わせください。
木造住宅耐震診断結果報告書の利用に関する注意事項
この報告書は、申請者が耐震改修工事の実施検討を行ううえで参考としていただくためのものです。報告書及び添付される書類について、他の目的には一切利用しないでください。
（診断結果について）
・　診断事業は、目視調査や聞き取り調査で把握できる範囲の情報を基に、木造住宅耐震診断士が、現状の耐震性能を判断するものです。調査で把握できなかった様々な要素については、木造住宅耐震診断士において仮定したうえで診断を行っています。

・　実際に耐震改修工事の検討を行うに当たっては、そうした仮定条件について改めて詳細な調査が必要となります。

（補強計画案及び概算見積りについて）

・　補強計画案は、将来の耐震改修の参考となるよう、耐震診断で得られた範囲の情報を基に、木造住宅耐震診断士が、耐震改修の基本的な計画の案をお示しするものです。（申請者の方が耐震改修工事の実施検討を行ううえでの目安とするためのものであり、別途実施設計が必要です。）
・　概算見積りは、過去の耐震改修の平均工事費用を参考にした、耐震改修工事に必要となる費用の見積りであり、それ以外の費用は含みません。実際に耐震改修工事を実施される場合、別途、詳細な設計や見積りを行う必要があります。
※　詳細な設計や見積りについては、派遣事業の対象ではありません。木造住宅耐震診断士又は他の建築士と別途、契約を結んでください。
・　なお、耐震改修工事を実施する過程の中で、建物の躯体の劣化等、当初想定していなかった事項が判明することにより、工事費等が概算見積りから大きく乖離することもあります。

※　間取りや内装の工事等の耐震改修工事の範囲を超える計画については、派遣事業の対象ではありません。耐震改修工事の範囲を超える部分の計画を希望する場合は、木造住宅耐震診断士と協議のうえ、別途、設計契約を結んでください。
・　個別に木造住宅耐震診断士と結ぶ契約について、京都市は一切関与しませんので、予め御了承ください。
京都市 都市計画局 建築指導部 建築安全推進課（電話222-3613）
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	「一般診断法」による耐震診断結果報告書
（○○○○年改訂版　木造住宅の耐震診断と補強方法）

（耐震診断プログラム：　　　　　　　　　　　　　）


	１　建物概要　（※[　]内については該当するものに○印。）

	　(1)所有者　　　 ：

	　(2)所在地　　　 ：
　

	　(3)竣工年　　 　：　　　　　　　　　年　　

	　(4)構造規模　 　：□一戸建ての住宅　　□長屋（　　戸）　□共同住宅（　　戸）　　　階建て　

	　(5)利用形態　　 ：□専用住宅　　□兼用住宅(住宅以外の用途：　　　　 　　)
　　

	　(6)延べ面積　　 ：　　　　　　　㎡　

	　(7)建物仕様　 　：屋根仕様　        　　　　　　壁仕様　　　　　  　　　  
[軽い建物・重い建物・非常に重い建物]

	　(8)地域係数　Ｚ ：１.０

	  (9)軟弱地盤割増 ：[□１.５・□１.０]

	 (10)形状割増係数 ：　階　短辺の長さ　 　   ｍ　[□1.13(4.0ｍ未満の場合)・□1.0(4.0ｍ以上の場合)]

	 (11)積雪割増　　 ：

	 (12)基礎形式　 　：□Ⅰ(健全な鉄筋コンクリートの布基礎又はべた基礎)
□Ⅱ(ひび割れのある鉄筋コンクリートの布基礎又はべた基礎、無筋コンクリートの布基礎、柱脚に足固めを設け鉄筋コンクリート底盤に柱脚または足固め等を緊結した玉石基礎、軽微なひび割れのある無筋コンクリート造の基礎)
□Ⅲ(玉石、石積、ブロック基礎、ひび割れのある無筋コンクリート造の基礎)
	

	 (13)床仕様　   　：□Ⅰ(合板)　　□Ⅱ(火打ち＋荒板)　　□Ⅲ(火打ちなし)]

	

	


	２　総合評価（診断結果）

	

	【地盤】

	地盤
	対策
	記入欄(○印)
	注意事項

	良い・普通
	　
	　
	　

	やや悪い
	　
	　
	

	非常に悪い
（埋立地、盛土、軟弱地盤）
	表層の地盤改良を行っている
	　
	

	
	杭基礎である
	　
	

	
	特別な対策を行っていない
	　
	

	【地形】

	地形
	対策
	記入欄(○印)
	注意事項

	平坦・普通
	　
	　
	　

	がけ地・急斜面
	コンクリート擁壁
	　
	

	
	石積み
	　
	

	
	特別な対策を行っていない
	　
	

	【基礎】

	地盤
	対策
	記入欄(○印)
	注意事項

	鉄筋コンクリート基礎
	健全
	　
	　

	
	ひび割れが生じている
	　
	

	無筋コンクリート基礎
	健全
	　
	

	
	軽微なひび割れが生じている
	　
	

	
	ひび割れが生じている
	　
	

	玉石基礎
	足固めあり
	　
	

	
	足固めなし
	　
	

	その他（ブロック基礎等）
	　
	　
	

	
	
	
	

	【上部構造(建物)】

	上部構造評点のうち
最小の値
	総合評点
	判定
	記入欄(○印)

	
	１．５以上
	倒壊しない
	　

	
	１．０以上～１．５未満
	一応倒壊しない
	　

	
	０．７以上～１．０未満
	倒壊する可能性がある
	　

	
	０．７未満
	倒壊する可能性が高い
	　


	


３　総合所見

◆京都市では、耐震診断の内容に関する説明や、耐震改修事例の紹介など、耐震化に関する相談全般を京安心すまいセンター（電話744－1631）にてお受けいたします。是非御相談ください。

補強計画案

（構造評点　□1.0以上　□0.7以上1.0未満）

 １　対象建築物の概要

	構造・規模
	　木造　　地上（　　　　）階建て

	延べ面積
	　　　　　　　　㎡（うち住宅部分　　　　　　　㎡）

	建築年
	（□明治　□大正　□昭和）　　　　　　年

	現況の耐震診断結果
	

	耐震改修後の耐震診断結果
	


 ２　補強計画の考え方　（※　補強計画案の要点、方針を簡潔に記入してください。）

	


３　補強計画の概要

	改修箇所
	改修概要

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



